
和光都市計画事業和光市駅北口土地区画整理事業損失補償基準細則

和光市が施行する和光市駅北口土地区画整理事業の損失補償は、和光都市計画事業和光

市駅北口土地区画整理事業損失補償基準（以下「基準 」という。）に定めるもののほか、

この細則の定めるところによる。なお、この細則における損失補償費は、関東地区用地対

策連絡協議会の定める「損失補償算定標準書」を準用して算定するものとする。

第１ 基準第８条（建築物の移転料）は、次により算定する。

１ 建築物の移転工法の認定に当たっては、当該建築物が移転後においても従前の価値

及び機能を失わないよう、仮換地の規模及び形状、建築物の形態、構造及び用途並び

に仮換地及び建築物のその他の条件を考慮して、通常妥当と認められる移転工法を認

定するものとする。

２ 建築物の移転工法及びその認定方法は、次のとおりとする。ただし、必要に応じて

２以上の工法を併用することができるものとする。

曳家工法

建築物を解体しないで仮換地に曳行する工法をいい、従前の土地と仮換地との間

に障害物又は著しい高低差等のない場合に適用する。

再築工法

仮換地に従前の建築物と同種同等の建築物を再築する工法をいい、従前の土地と

仮換地との間に障害物又は著しい高低差のある場合等で、曳家工法によることが著

しく困難と認められる場合に適用する。

改造工法

建築物の内部の間取り等構造を一部改造する工法をいい、建築物の一部除却、道

路位置の変更等に伴い、従前の機能を回復するための改造が必要と認められる場合

に適用する。

除却工法

建築物の全部又は一部を取りこわす工法をいい、建築物を仮換地に移転する必要

がないと認められる場合に適用する。

復元工法

従前の建築物を解体し、仮換地に従前どおり再築する工法をいい、文化財保護法

等により指定された建築物で、建築物を原形で復元することが妥当と認められる場

合に適用する。

３ 建築物の移転工法別の移転料は、次に掲げる式により算定した額とする。

曳家工法

曳家工事費＋補修工事費（補足材費を含む。）



再築工法

建築物の現在価額＋運用益損失額＋取りこわし工事費－発生材価額

なお、運用益損失額とは、建築物を建築する際、現在価額を超えて新たな出費を

強いられる費用につき、本来であれば、耐用年数満了時までの間運用し、利益を得

ることができたはずの額をいう。また、建築物の現在価額と運用益損失額の合計は、

建築物の推定再建築費に再築補償率を乗じて得た額を標準とする。

改造工法

切取工事費＋切取面補修工事費（補足材費を含む。）＋残存部の一部改増築費

（補足材費を含む。）－発生材価額

除却工法

ア 建築物の一部を切取る場合

切取部分の現在価額＋切取工事費＋切取面補修工事費（補足材費を含む。）－

発生材価額

イ 建築物を再現する必要がないと認められる場合

建築物の現在価額＋取りこわし工事費－発生材価額

復元工法

解体工事費＋運搬費＋復元工事費（補足材費を含む。）－発生材価額

第２ 基準第９条（工作物の移転料）は、次により算定する。

１ 工作物の移転料については、建築物の移転料の算定方法に準じて算定するものとす

る。

２ 特殊な庭園（樹木、竹、灌木、花卉、芝生、花壇、庭石、燈籠、池泉、流水、生垣

等を構成要素として、これに造園技術を加え、建築物と一体となって総合的美的景観

が作られているものをいう。）については、庭園の構成物件の移転料のほか、現在の

美的景観を形成するために要する造園費を加算できるものとする。

第３ 基準第１０条（立竹木の移転料）は、次により算定する。

１ 立竹木を移植することが相当であると認められるときは、次の各号に定めるところ

により算定した額を補償するものとする。

移植に通常必要とする費用

掘起し、運搬、植付け、根廻し、風除け、養生等の労働費、材料費及び雑費の合

計額

枯損等により通常生ずる損失の額

立竹木の正常な取引価額に枯損補償係数を乗じて得た額

収穫樹の移植に伴う減収による損失の額

移植後の各年における推定減収額の前価合計額

２ 立竹木を伐採することが相当であると認められるときは、当該立竹木の正常な取引



価格と伐採除却に要する費用相当額との合計額から伐採により発生した材料の価格を

控除した額を補償するものとする。

第４ 基準第１１条（動産の移転料）は、次により算定する。

１ 動産移転料を補償する動産は、これを屋内動産と一般動産に区分する。

屋内動産とは、居住用家財、店頭商品、事務用什器その他の動産で普通引越荷物

として取扱うことが適当なものをいう。

一般動産とは、木材、薪炭、石炭、砂利、石材、鉄鋼、据付をしていない機械器

具、金庫その他の動産で容積及び重量で台数積算を行うことが適当なものをいう。

２ 動産の移転料は、次に掲げる式により算定した額とする。

１台当たり標準移転費×所要台数×移転回数

３ 屋内動産の移転料は、建築物の占有面積及び収容状況を調査し、地域における標準

的な一般貨物自動車の運賃により算定する。

４ 一般動産の移転料は、品目、形状、寸法、容積、重量、その他台数算出上必要な事

項を調査し、地域における標準的な一般貨物自動車の運賃により算定する。

５ 前２項の場合において、取扱いの困難な動産については、その実情に応じて梱包、

積上げ及び積卸し人夫賃、易損品割増料その他必要と認める特殊経費を加算するこ

とができる。

第５ 基準第１２条（仮住居等の使用に要する費用）は、次により算定する。

１ 同条第１項の補償額は、仮住居建築物の権利金等の一時金相当額と家賃相当額との

合計額とする。

仮住居建築物の権利金等の一時金相当額は、当該地域における借家等の際に要す

る権利金等の一時金の額を考慮して定めるものとする。

家賃相当額は、次式により算定した額とする。

ア 自家自用の場合

標準家賃（月額）×仮住居補償期間（月）

イ 借家の場合

（標準家賃（月額）－現在家賃（月額））×仮住居補償期間（月）

ウ ア及びイにおける標準家賃は、当該地域における類似の建築物の賃貸事例を考

慮して定めるものとする。

エ ア及びイにおける仮住居補償期間は、標準移転工期を勘案して適正に定めた期

間とする。

２ 同条第２項の補償金は、以下のとおりとするものとする。

既設の倉庫に保管することが適当と認められるときは、普通倉庫保管料及び普通

倉庫荷役料により算定した額とする。

仮倉庫を設置することが適当と認められるときは、保管に要する必要最小限の規



模とし、当該仮建築物の建設費と使用後の解体除却に要する費用との合計額から発

生材の価額を控除した額とする。また、設置場所の借入れを要するときは、その地

代相当額を加算する。

第６ 基準第１３条（家賃減収補償）は、次により算定する。

同条の補償額は、次式により算定するものとする。

従前の建築物の家賃（月額）×（１－α）×補償期間（月）

α：管理費及び修繕費相当額を考慮し、０．１の範囲内で適正に定めた率

補償期間：第５の仮住居補償期間に準じて定めた期間とする。この場合において、

基準第１４条の借家人に対する補償を行う場合は、借家人の入退居の準備

に要する期間（原則として各１か月）を加えることができるものとする。

なお、止むを得ない事由により、建築物所有者との建築物移転補償契約

以前に借家人が移転することにより、建築物所有者が家賃を得ることがで

きない場合は、相当と認められる期間を加えることができるものとする。

第７ 基準第１４条（借家人に対する補償）は、次により算定する。

１ 賃借りを継続することが困難となると認められるときは、次の場合とする。

従前の土地について換地を定めないこととしたため、当該建築物を除却する必要

があるとき

当該建築物の一部を除却する必要がある場合において、当該除却部分が賃借りの

対象となっているとき

及び の他、賃借りの継続が客観的にみて困難であると認められるとき

２ 同条第１項の補償額は、当該地域における借家等の際に要する権利金等の一時金の

額を考慮して定めるものとする。

３ 同条第２項の補償額は、次式により算定した額とする。

（標準家賃（月額）－現在家賃（月額））×補償期間（月）

標準家賃は、当該地域における類似の賃貸事例等を考慮して定めるものとする。

補償期間は、原則として２４か月を超えない範囲で適当と認められる月数とする。

第８ 基準第１５条（祭し料）は、次により算定する。

１ 祭し料は、神社、仏閣、教会、墓地等の宗教上の施設の種類、格式及び移転規模等

並びに移転等に際して行われる諸制式、宗派及び当該地方の慣行等を考慮し、解体式、

竣功式等に要する費用を適正に算定するものとする。

２ 宗教上の施設であっても、神官、僧侶、牧師等が専ら居住の用に供している建築物

を移転し、又は、除却する場合は通常の移転等として取扱い、祭し料は補償しないも

のとする。

第９ 基準第１６条（移転雑費）は、次により算定する。

１ 同条第１項の補償は、次による。



仮住居等の選定に要する費用とは、宅地建物取引業者に依頼して選定することが

適当であると認められるときは、委託報酬相当額及び選定に要する交通費等とし、

建築物等の所有者及び占有者が自ら選定する場合は、選定に要する交通費及び日当

等とする。

法令上の手続に要する費用とは、建築物の確認申請、建物の登記等に要する費用

とする。

転居通知費、移転旅費その他の雑費は、移転し、又は除却する建築物等の用途、

移転等の規模及び世帯の構成等を考慮して適正に定めた費用とする。

２ 同条第２項の補償は、次による。

建築物等の所有者及び占有者が就業できないときとは、これらの者が仮住居等の

選定、移転前後の動産の整理、移住、法令上の手続、移転工事監督その他の事由の

ため就業できなくなる場合をいう。

就業できないことにより生ずる損失額は、就業不能日数に当該地域における平均

労働賃金を乗じて得た額を参考として算定する。この場合において、就業不能日数

は、建築物等の種類、構造及び移転工法等に応じて適正に定めた日数とする。

第１０ 基準第１７条（営業休止の補償）は、次により算定する。

１ 同条第１項の補償については、次による。

通常休業を必要とする期間は、標準移転工期の日数に、準備日数として業種、営

業設備、営業規模等により適正に定める日数を加算した期間とする。

固定的な経費の補償は、それぞれ次の各号に掲げるとおりとする。

ア 公租公課

固定資産税、都市計画税、自動車税等を対象として補償し、営業収益又は所得

に応じて課税される法人税、事業税、所得税及び印紙税、登録免許税等は除外す

る。

イ 電気、ガス、水道、電話等の基本料金

電気、ガス、水道の基本料金は、実情に応じて適正に定めた額を、電話につい

ては、局預け基本料金をそれぞれ補償する。

ウ 営業用資産（建築物、機械等）の減価償却費及び維持管理費

直接移転の対象となる建築物を除き、休業期間中の営業用資産（機械等及び移

転の対象とならない建築物）の陳腐化による減価償却相当額及び維持管理費相当

額の合計額として、それらの資産が休業期間中稼働しているものとして算定した

減価償却費の範囲内で適当と認められる額を補償する。

エ 借入地地代、借家家賃、機械器具使用料及び借入資本利子

休業の全期間について補償する必要はなく、営業の内容を調査して算定した必

要最小限の額を補償する。



オ 従業員のための法定福利費

従業員のための健康保険料、厚生年金保険料、労災保険料、雇用保険料等の社

会保険料のうち、雇主の負担となる額を補償する。

カ 従業員のための福利厚生費

従業員のための厚生施設費等のうち、雇主の負担となる額を補償する。

キ その他の固定経費

従業員のための賞与、同業組合費、火災保険料、宣伝広告費等について適正に

算定した額を補償する。

従業員に対する休業手当相当額は、その休業期間に対応する平均賃金の１００分

の８０を標準として当該平均賃金の１００分の６０から１００分の１００までの範

囲内で適正に定めた額とする。ただし、次の各号に掲げる場合には、減額し、又は

補償しないものとする。

ア 同一経営者に属する営業所が他にあり、そこで従事できるとき

イ 営業所の休止に関係なく、外業に従事できるとき

ウ 従業員が一時限りの臨時に雇用されているとき

エ 家族従業員であって、その賃金を自家労働評価額として必要経費から除外した

とき

休業期間中の収益減又は所得減の補償額は、休業期間中、当該営業所により得ら

れる予想収益（又は所得）相当額とする。ただし、セールスマン等により営業の一

部を継続できる場合には、それによる予想収益（又は所得）相当額を控除するもの

とする。

一時的に得意を喪失することによって通常生ずる損失額は、次式により算定する。

得意先喪失補償額＝従前の１か月の売上高×売上減少率×限界利益率

売上減少率：売上高の減少額に対する従前の１か月の売上高を１００としたとき

の率をいい、別表（売上減少率表）による。

限界利益率：（固定費＋利益）÷売上高

２ 同条第２項の補償については、次による。

仮営業所を設置して営業を継続することが必要かつ相当であると認められるとき

は、次の各号に掲げる場合とする。

ア 銀行、郵便局等公益性の強い事業で、その営業活動を休止させることが社会的

にみて妥当でないとき

イ 通常の休業をさせることにより、その営業補償が著しく高額となり、経済的に

みて妥当でないとき

ウ 急施を要する工事等のため、とりあえず仮移転をさせる必要があるとき

仮営業所の設置の費用は、仮営業所を営むため必要最少額のものを対象とし、新



築を要するときは、その地代相当額と当該仮設建設費と使用後の解体除却に要する

費用との合計額から発生材の価格を控除した額とする。また借入れる場合において

は、仮営業期間中の貸借料相当額及び仮営業所の賃借りに通常必要とする費用とす

る。

第１１ 基準第１８条（農業休止の補償）は、次により算定する。

１ 通常農業を一時休止する必要があると認められるときは、農業施設の移転等に伴い

経営地の全部又は大部分が利用できない場合において、農業を一時休止しなければな

らないときとする。

２ 同条第１号の固定的な経費等は、次の各号に掲げるものとする。

公租公課

施設の減価償却費

施設の維持管理費

その他細則第１０の１ に定めるところに準じて必要と認められる経費

３ 同条第２号の所得減は、次式により算定する。

（休止前の所得相当額）－（休止後においても得られる予想所得相当額）

所得相当額：農業粗収入から農業経営費（自家労働額を含まない。）を控除した額。

農業粗収入：過去３年間の平均収穫量を基準とし、補償時の農産物価格により算定す

る。

農業経営費：種苗費、肥料費、諸材料費、防除費、水利費、畜力費、建物費、農具費、

雇用労働費、借入資本利子、地代、公租公課、その他の経費とし、自家

労働の評価額及び自己資本利子見積額は経費に算入しない。

第１２ 基準第１９条（立毛補償）は、次により算定する。

１ 粗収入見込額は、当該立毛作物の予想収穫量を当該作物の生産者価格に乗じて得た

額と副産物の価格との合計額とする。

２ 農業経営費は、肥料費、諸材料費、防除費、建物費、農具費、雇用労働費、自家労

働費、公租公課、借入資本利子及びその他の経費とする。

３ 同条第２項に掲げる補償額は、当該土地についてすでに投下した種苗費、肥料費、

耕うん、整地その他の労働費（自家労働の評価額を含む。）等の経費の合計額とする。

第１３ 基準第２０条（仮換地の指定に伴う補償）は、次により算定する。

同条の補償額は、従前の土地の利用形態に応じ算定するものとする。

附 則

この細則は、平成２５年１１月１１日から施行する。



別表（第１０関係）

売上減少率表（１か月の売上高を１００とする）

大分類 符号 分 類 短期休業 長期休業

製造業

１
自主的な生産活動を行い、全国を商圏とする大

企業
１０ １０

２
主として受注状況等によって生産し、特定地域

を商圏とする中小企業
５０ １００

３
主として発注者の計画に従って生産し、限定的

取引先を有する中小企業
１００ １９０

４
主として受注状況等によって生産する極めて小

さな企業（零細、家内工業）
５０ １００

建設業

５ 大・中規模の総合建設業 １０ ３０

６

その他の建設業（工務店、設備工事業、杭打業

、さく泉（井）業）及び塗装店、畳店、その他

これに類する業種

４０ ８０

卸売業
７

特定地区（問屋街）にあるもの及び店頭販売を

主としている卸売業
３０ ６０

８ 店頭以外の販売を主としている卸売業 １０ ３０

小売業

９

飲食料品、日用品、雑貨等の最寄品を主として

販売する小売業及び製造販売業（生鮮食品、一

般食品等の食料、弁当惣菜類、医薬品、化粧品

、文具、書籍、陶磁器等）

５０ ９０

１０

衣料品、身回品等の買回品を主として販売する

小売業（紳士服、婦人服、子供服、呉服、和装

品、寝具、鞄、靴、袋物、アクセサリー）

４０ ８０

１１

家具、電気、レコード店等の専門品を主として

販売する小売業（ホームセンター、インテリア

、スポーツ用品、時計、メガネ、自動車販売）

３０ ６０

飲食店

業

１２

大衆食堂等の食事を主としている飲食店業（う

どん、そば、中華そば、レストラン、すし屋、

お好み焼き等）
６０ １００

１３
スナック、酒場等の飲食を主としている飲食店

業（バー、喫茶店、小料理店等）
３０ ５０

１４ 料亭等の比較的高級の飲食店業 １０ ３０

サービ

ス業

１５

環境衛生、宿泊、娯楽に関するサービス業、そ

の他これに類する業種（理容業、美容業、クリ

ーニング業、公衆浴場業、旅館、ホテル、パチ

ンコ店等）

４０ ８０

１６

事務所を構えて営業を行うサービス業、その他

これに類する業種（会計経理事務所、弁護士事

務所、不動産仲介業、広告代理業、司法書士、

行政書士等）

７０ １３０

１７
機械整備に関するサービス業、その他これに類

する業種（自動車整備業、機械整備業等）
３０ ５０



（注）

１ この表における「短期休業」とは、機械設備等の移転のため、１～２か月程度の営

業休止期間をいう。なお０．５か月程度の営業休止期間は、得意先喪失の度合いが小

であるため補償対象外とする。

２ この表における「長期休業」とは、店舗等の移転、開店（業）の準備期間等のため、

６か月程度の営業休止期間をいう。

３ その他

長期の中断移転の場合（１年程度以上）及び塾・各種学校その他本表を直ちに適

用できない業種については、実情により別途適正に売上減少率を定めるものとする。

地域性、又は知名度等により本表により難い場合は、実情により適正に補正する

ことができるものとする。

１８

医療・健康・保健衛生に関するサービス業、そ

の他これに類する業種（医院、マッサージ師

等）

４０ ７０

１９
ガソリンスタンド、洗車場業、その他これに類

する業種
４０ ８０

２０ その他のサービス業 ２０ ４０


